参考様式（第６関係）　＊里山林整備タイプの場合
里山林整備事業の実施に関する協定書
（協定の目的）
第１条　里山林整備事業の対象となる森林の所有者○○○（以下「甲」という。）、事業主体の長である○○○○（以下「乙」という。）及び○○市（町村）長（以下「丙」という。）は、第３条に掲げる里山林の公益的機能の維持・向上・回復を目的に、この協定を締結する。
（協定の期間）
第２条  この協定の期間は、    年　月　日から　年　月　日までとする。（１０年以上）
２  この協定の目的の達成のため、特に必要のある場合には、甲乙協議の上、この協定を更新することができるものとする。
（協定の対象とする森林）
第３条  協定の対象となる森林（以下、「対象森林」という。）の所在およびその面積等は、次のとおりとする。
	森林の所在地
	樹種
	林齢
	面積

(ha)
	備　　考

	
	
	
	
	


（整備の内容）
第４条  乙は、森林の持つ多面的機能の発揮を図るため、次により対象森林の整備を行う。
内容　：＜事業区分＞
（費用の負担等）
第５条　前条の整備に要する費用は、乙が負担する。
（当事者の義務）
第６条  甲及び乙は、それぞれ次の各号に定める義務を負い、誠実に履行するものとする。
（１）甲の義務
ア　事業の実施に協力し、その施行に支障を及ぼす一切の行為をしないこと。
イ  対象森林の境界および所有権等の権利に関し、第三者から異議申立があった場合は、その処理解決にあたること。
ウ　○○市（町村）森林整備計画に規定された森林整備の方法に関する事項を遵守すること。
エ  事業の完了年度の翌年度から起算して１０年以内に、対象森林を森林以外の用途へ転用しないこと及び立木竹の全面伐採除去を行わないこと。
オ　やむを得ず上記エの行為を行う必要が生じた場合は、あらかじめ乙にその旨を届けるとともに、事業に要した費用相当額を乙に支払うこと。
カ  甲がこの義務に違反した場合または甲の都合によりこの協定を破棄した場合は、第４条第１項の整備のための費用相当額を乙に支払うこと。

（２）乙の義務
ア  事業計画の作成にあたっては、甲にその内容を示し承諾を得ること。

イ  第４条第１項の整備を実施し、その結果を甲に報告すること。
（災害等による損害）
第７条　第４条第１項の整備の実施中および実施後に、火災、天災その他乙の責に帰し得ない事由により、対象森林に生じた損害および第三者に生じた損害については、乙はその責任を負わない。
２　第４条第１項の整備により、対象森林の林相が著しく変化したり、または立木その他に損害が生じた場合であっても、乙はその責任を負わない。
（協定の継承等）
第８条  協定の期間中に対象森林を所有権移転、または貸借する場合には、甲は、所有権を取得した者または貸借した者に対しこの協定の継承を行うものとする。
（特別な事情による協定の失効）
第９条　次の各号に掲げる場合においては、この協定の全部または一部についてその効力を失う。
（１）対象森林の全部もしくは一部が公用、公共用もしくは公益事業の用に供されるとき。
（２）火災、天災その他当事者の責に帰さない事由により、対象森林の全部もしくは一部が滅失したとき。
（疑義の決定）
第１０条  この協定に関し疑義があるとき又はこの協定に定めがない事項については、甲、乙及び丙が協議のうえ定めるものとする。
      　　　年　　月　　日
甲  森林所有者   住所　　　氏名
乙  事業主体　　 住所      事業主体の長

丙　市(町村)長　　住所      市（町村）長

参考様式（第６関係）　＊バッファーゾーン整備タイプの場合
里山林整備事業の実施に関する協定書
（協定の目的）
第１条　里山林整備事業の対象となる森林等の所有者○○○（以下「甲」という。）、事業主体の長である○○○○（以下「乙」という。）及び○○市（町村）長（以下「丙」という。）は、第３条に掲げる里山林の公益的機能の維持・向上・回復を目的に、この協定を締結する。
（協定の期間）
第２条  この協定の期間は、    年　月　日から　年　月　日までとする。（１０年以上）
２  この協定の目的の達成のため、特に必要のある場合には、甲乙協議の上、この協定を更新することができるものとする。
（協定の対象とする里山）
第３条  協定の対象となる里山（以下、「対象里山」という。）の所在およびその面積等は、次のとおりとする。
	里山の所在地
	土地利用の区分
	面積

(ha)
	備　　考

＊森林の場合は主要な樹種を記載する

	
	
	
	


（整備の内容）
第４条  乙は、里山の持つ多面的機能の発揮を図るため、次により対象里山の整備を行う。
内容　：＜事業区分＞
（費用の負担等）
第５条　前条の整備に要する費用は、乙が負担する。
（当事者の義務）
第６条  甲及び乙は、それぞれ次の各号に定める義務を負い、誠実に履行するものとする。
（１）甲の義務
ア　事業の実施に協力し、その施行に支障を及ぼす一切の行為をしないこと。
イ  対象里山の境界および所有権等の権利に関し、第三者から異議申立があった場合は、その処理解決にあたること。
ウ　○○市（町村）森林整備計画に規定された森林内で整備する場合は、その整備の方法に関する事項を遵守すること。
エ  事業の完了年度の翌年度から起算して１０年以内に、対象里山を森林や農地等本来の土地利用以外の用途へ転用しないこと。
オ　やむを得ず上記エの行為を行う必要が生じた場合は、あらかじめ乙にその旨を届けるとともに、事業に要した費用相当額を乙に支払うこと。
カ  甲がこの義務に違反した場合または甲の都合によりこの協定を破棄した場合は、第４条第１項の整備のための費用相当額を乙に支払うこと。

（２）乙の義務
ア  事業計画の作成にあたっては、甲にその内容を示し承諾を得ること。

イ  第４条第１項の整備を実施し、その結果を甲に報告すること。
（里山整備、利活用及び維持管理）
第７条　里山整備と、整備完了後の利活用及び維持管理に関する方針を甲乙丙協議し策定するものとする。
（災害等による損害）
第８条　第４条第１項の整備の実施中および実施後に、火災、天災その他乙の責に帰し得ない事由により、対象里山に生じた損害および第三者に生じた損害については、乙はその責任を負わない。
２　第４条第１項の整備により、対象里山の林相が著しく変化したり、または立木その他に損害が生じた場合であっても、乙はその責任を負わない。
（協定の継承等）
第９条  協定の期間中に対象里山を所有権移転、または貸借する場合には、甲は、所有権を取得した者または貸借した者に対しこの協定の継承を行うものとする。
（特別な事情による協定の失効）
第１０条　次の各号に掲げる場合においては、この協定の全部または一部についてその効力を失う。
（１）対象里山の全部もしくは一部が公用、公共用もしくは公益事業の用に供されるとき。
（２）火災、天災その他当事者の責に帰さない事由により、対象里山の全部もしくは一部が滅失したとき。
（疑義の決定）
第１１条  この協定に関し疑義があるとき又はこの協定に定めがない事項については、甲、乙及び丙が協議のうえ定めるものとする。
      　　　　年　　月　　日
甲  所有者　　   住所　　　氏名
乙  事業主体　　 住所      事業主体の長

丙　市(町村)長　　住所      市（町村）長

